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廃棄物減量等推進審議会答申について

経緯等

現行の一般廃棄物処理基本計画(19年3月改定）について、重点施策等の一定程度の達成や社

会情勢の変化等の状況を踏まえ、現行計画への評価と計画改定に向けた目黒区の清掃・リサイク

ル事業のあるべき姿について、廃棄物減量等推進審議会に諮問したところである。

平成26年7月16日

7月～

平成27年6月3日

廃棄物減量等推進審議会へ諮問

（一般廃棄物処理基本計画改定について）

審議会4回、部会4回を開催して検討

廃棄物減量等推進審議会から答申

（2100年を視野に入れた快適で誇りのもてる循環型のまち～めぐろ

への提言～）

2答申の概要

【基本的な考え方】

○改定後の一般廃棄物処理基本計画期間内に、目黒寵精掃工場建替事業が予定されていることか

←ら、特別区全体の清掃工場のあり方も含め、現行計画の取組を検証した。

○国の「第三次循環型社会形成推進基本計画｣(26年5月）や､東京都の『｢持続可能な資源利用」

に向けた取組方針』（27年3月）の公表など社会情勢の変化を踏まえ、目黒区が、区民・事業

者・行政の協働のもと、環境と共生するまちづくりを進めるための提言としてとりまとめた。

【計画目標の進捗状況】

目標項目 指標

ごみ減量 ごみ量

再生利用 リサイクル率

【現行計画の検証を踏まえた提言】

検証

(1)現行計画の到達点と課題

①計画目標の進捗状況と課題

②重点施策の進捗状況と課題

(2)人口構成等の推移と課題

(3)基礎調査報告書からの課題

①ごみ減量と適正排出

②普及啓発

③事業系のごみと資源

基準年度

(17年度）

64,866t

23.0％

目標 実績

(28年度） (25年度）

35％削減 54,933t(15.0%削減）

40% 27.6％

計画改定に向けた9つの提言

(1)地域特性を踏まえた取組

(2)ごみ減量とﾘｻｲｸﾙの取組

(3)事業系ごみ適正処理対策への取組

(4)「めぐる買い物ルール｣の発展的な取組

(5)全ての世代への環境学習･普及啓発の取組

(6)23区清掃事業の仕組みと役割

(7)家庭ごみの有料化に向けた取組

(8)水銀ごみの適正処理に向けた取組

(9)災害ごみについて
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【9つの提言の主な概要】

<提言1＞

地域特性を踏まえ

た取組

<提言2＞
争

ごみ減量とリサイ

クルの取組

<提言3＞

事業系ごみ適正処

理対策への取組

<提言4＞

｢めぐる買い物ル

一ル」の発展的な取

組

<提言5＞

全ての世代への環

境学習･普及啓発の

取組

<提言6＞

23区清掃事業の

仕組みと役割

<提言7＞

家庭ごみ有料化に

向けた取組

<提言8＞

水銀ごみの適正処

理に向けた取組

<提言9＞

災害ごみについて

○集積所でのごみの排出についての啓発指導の強化

○収集運搬経費に留意しつつ、区内全域での戸別収集体制の検討

○2R「リデュース（発生抑制）・リユース（再使用)」を進め、最終処

分場を延命化
〕

○販売業者に対して、減量に向けた取組を積極的に取り入れるよう働き

かけ

○資源化促進事業（小型家電・古布などの回収体制）の充実の検討

○中・小規模事業者の現状把握と取り組みやすい方策の検討

○事業系ごみを家庭ごみの集積所で回収しないことや、優良事業者の表

彰制度等の検討

○オリンピック・パラリンピック大会を契機に、事業系ごみの資源化を

推進していくための施策構築

○めぐる買い物ルールへの参加にインセンテイブが働く方策を検討

○事業者への活動の輪の拡大､社会状況の変化に対応した新たなルール

の検討

9 －■

○事業者や区民自身が講師として活動できる方策の検討

○環境学習について､年齢に拘らず誰もが学びたくなる場の提供へと発

展させる工夫

1■

○三層構造での意思決定プロセスの一層の透明化に向けた関係機関と

の調整

○プラスチック製容器包装の収集・選別・保管等に係る経費負担の見直

し、事業者も市区町村と共同して一定の責任と負担を担うことを国へ

積極的に働きかけ

○事業系ごみの資源化推進に向けた検討において、目黒区が率先して2

3区の分別基準を見直す提案をするなど、区民の不満や不公平感の改

善に努める姿勢が必要

○目黒清掃工場工事期間中の区民の安全・安心も環境負荷の低減を清掃

一組に求める

○他区や清掃一組との協議の場を設けて､課題共有化や課題解決に向け

た検討を目黒区が主導

○戸別収集体制が､家庭ごみの有料化に伴う行政サービスになりうるか

どうかの検討

○水銀が含まれている蛍光管等の分別収集、資源化について、喫緊の課

題としての取組

○目黒区の地域防災計画を踏まえつつ､災害廃棄物処理計画の作成に必

要な基準を検討

○23区、清掃一組、東京都、清掃事業者の役割明確化と連携のための

仕組を整備
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【表題2100年を視野に入れた快適で誇りのもてる循環型のまち～めぐろへの提言～】

○埋立処分場は、23区の最終処分場として、残余年数50年とされており、廃棄物の減量とリ

サイクルによって、次世代のために最終処分場の延命化を図ることが重要。

○今回の提言は、良好な地球環境を次世代に引き継ぐとともに、次の世紀においても目黒区が快

適で誇りのもてる循環型のまちへの実現に向けた小さな一歩ではあ.る。しかし、2100年を

視野に入れた時、大きな可能性を持った重要な一歩でもあると考えるという思いがこめられて

いる。

3答申審議における参考資料

，一般廃棄物処理基本計画改定に向けた基礎調査報告書について（｢参考資料」参照）の速報値を

4

適宜提供し、審議の参考とした。

計画改定の今後の予定

平成27年10月

10～11月

平成28年

､

1月

2～3月

一般廃棄物処理基本計画素案決定

一般廃棄物処理基本計画改定素案パブリックコメント実施

一般廃棄物処理基本計画改定（案）作成

一般廃棄物処理基本計画改定

以 上
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一般廃棄物処理基本計画改定に向けた基礎調査報告書（概要）について

（1）目的

区内から発生するごみと資源の排出実態と区民・事業者の意向を把握し、一般廃棄物処理基

本計画改定に向けた基礎資料として作成した。速報値については当審議会の審議の参考とした。
（2）経緯

平成26年5月家庭ごみ組成分析調査・家庭ごみ計量調査実施

7～8月区民・事業者アンケート実施

9月～廃棄物減量等推進審議会審議の参考として調査結果速報値を参照

平成27年3月報告書完成

（3）調査概要
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調査内容 調査目的 標本数 主な結果

家
庭
ご
み
組
成
分
析
調
査

回収したごみを排出袋の種

類ごとに重量と個数を計測

した後､組成分類項目に従い

57種類に分類

○燃やすごみと燃

やさないごみの組

成を分析し､新たな

ごみ減量施策に必

要な資料を得るこ

とを目的とする6

<燃やすごみ＞

2000kg

(10箇所）

<燃やさないご

み＞

500kg(1

0箇所）

○燃やすごみの組成の割合で

一番多いのは「生ごみ」で

41.3%。

○燃やさないごみの組成の割

合で一番多いのは｢金属類｣で

20.8％◎

家
庭
ご
み
計
量
調
査

調査対象の集積所に区民が

燃やすごみを排出した際に、

袋ごと重量を測定するとと

もに､世帯人数と排出までの

日数を聴取｡測定したごみは

開封せず集積所にもどした。

区内の家庭から排

出されたごみの重

量を世帯人数､居住

形態ごとに分類し

て調査し1日1人

あたりのごみ量

(｢排出源単位」と

いう）を推計

調査世帯数

409世帯

○世帯人数別今高齢単身世帯

の排出原単位が一番大きく

4109/人日

○居住形態別＝戸建て住宅の

排出原単位が一番大きく391

g/人日

区
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

①アンケート回答者の属性

②発生抑制･再使用③ごみの

分別やリサイクル④ごみや

資源の収集回数⑤情報提供

⑥今後の区の取り組み(自由

意見を含む）

家庭のごみと資源

の処理・取組方法

や､区が実施してい

る各施策への意見

等

1， 400人に

発送し、525

票回収。返送2

9票を除く1，

371票に対

し、有効回収率

は38.3％

○小型家電の回収＝｢知らなか

った」が53.9％と最も多く、

より多くの方に協力をいただ

くには｢回収場所を増やす」と

いう取組が必要であるという

回答が最も多かった。

事
業
者
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

①事業所の概要

②ごみ.資源の発生･処理状
況③関心・取り組み状況

④区の施策･情報（自由意見

を含む）

事業者のごみと資

源の発生量と処理

状況､ごみ減量やり

サイクルについて

の取組、区の施策．

情報についての意

識

1， 400事業

所発送、475

票回収。返送1

45票を除く

1， 255票に

対し、有効回収

率は、37．8％

○集積所にごみ･資源を出す場

合の事業系有料ごみ処理券の

利用割合＝ごみに対しては｢利

用している」68．6％、「利用し

ていない」26．5％、資源に対し

ては「利用している」43%、「利

用していない」42．7％


